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共テ・私大・国公立二次試験
「公共、政治・経済」の
資料対策動画です。
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皆さんが受験する大学で
出題されることを願い、
この動画を作りました。



資料政経FINAL2026

この動画はとにかく長いので、
概要欄・コメント欄の目次を活用し、

数回に分けて視聴したり、
見たいところだけ視聴したりしていただければと思います！

注意事項①
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赤字……………（名称・順位など）覚えるべきこと
青字……………数値として大体このくらいと覚える
黄色マーカー…知っておきたい情報

注意事項②
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この動画の概要欄・コメント欄に
タイムスタンプ付きの目次を置いておくので、

ぜひご活用ください！

私大・国公立受験生は

「時事FINAL２０２６」
「私大政経FINAL２０２６」

もあわせてご覧ください！

共テ受験生は

「時事FINAL２０２６」
「共テ公共政経FINAL２０２６」

もあわせてご覧ください！



資料編

地方自治



資料政経
FINAL２０２６ 資料地方自治 地方財政

令和7年度 財政の状況 ／ 総務省 12頁
https://www.soumu.go.jp/main_content/000998475.pdf

1｜ 現状 （２０２３）

◆地方財政歳入ランキング
①地方税（３８.2％） 増加傾向
②国庫支出金（１８．１％） 減少傾向
③地方交付税（１６．３％） 増加傾向
④地方債（７．４％）

→自主財源は３〜４割程度（3割自治）

ここがポイント

2｜ ランキングの変化

地方財政

２０２０
コロナショック

◆R０２（２０２０）〜R05（２０２３）
②国庫支出金 ③地方交付税 ④地方債

◆H２５（２０１３）〜R０１（２０１９）
②地方交付税 ③国庫支出金 ④地方債

２００３
三位一体の改革

3｜ 資料の情報

◆2020年 （コロナショック）
新型コロナ対応で国庫支出金が急増加
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資料政経
FINAL２０２６ 資料選挙制度 国政選挙投票率

選挙関連資料 「国政選挙の年代別投票率の推移について」 ／ 総務省
https://www.soumu.go.jp/senkyo/senkyo_s/news/sonota/nendaibetu/index.html

1｜ 現状（２０２５）

◆投票率
衆議院選挙…約５３％
参議院選挙…約５２％

◆10代・２０代の投票率→低い
衆議院選挙

   <１０代＞約39％ ＜20代＞約３4％
参議院選挙

＜10代＞約３５％ ＜20代＞約33%

ここがポイント

2｜ 数値の推移について

2005
郵政民営化
解散

200９
政権交代

１９９６
小選挙区

比例代表並立制導入

◆1996年 衆議院
（小選挙区比例代表並立制を導入）

→新制度の理解や情報が増え、
投票を抑制させてしまった。

◆2005年 衆議院
（郵政民営化解散）

→国民の関心が高まり投票率が上昇

◆2009年 衆議院
（政権交代）

→政権交代が注目され投票率が上昇



資料政経
FINAL２０２６ 資料選挙制度 一票の格差

Vote-value Disparity in Redard to the House of Representatives and the House of Councillors (Research Materials 調査資料 2024e-1) ／ 国立国会図書館 17頁
https://dl.ndl.go.jp/pid/13394854/1/1

一票の格差

合憲

違憲

違憲状態

参議院選挙

衆議院選挙

1｜ 現状の一票の格差

①衆議院選挙
1.98 合憲 （2017年）（是正傾向）

②参議院選挙
3.00 合憲 （2019年）（是正傾向）

2｜ 違憲判決

①衆議院選挙
4.99 （1972年）
4.40 （1983年）

②参議院選挙
なし

ここがポイント

2016
参議院
合区導入

１９９６
衆議院

小選挙区比例代表
並立制導入
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資料政経
FINAL２０２６ 資料国際連合 国連分担金

国連外交 日本の分担金・拠出金 ／ 外務省
https://www.mofa.go.jp/mofaj/fp/unp_a/page22_001258.html

1｜ 現状（２０２５）

◆国連分担金の分担率ランキング
①アメリカ （約２２％）
②中国 （約２０％）
③日本 （約７％）
④ドイツ （約５％）
⑤イギリス （約４％）

ここがポイント

⽇本が3位に⽇本が2位に⽇本が3位に

国連分担率



資料政経
FINAL２０２６ 資料国際連合 国連職員数

Number of Japanese Staff Members in United Nations-related Agencies (End of 2024)／ 外務省
https://www.mofa.go.jp/files/100917273.pdf

1｜ 現状（２０２５）

日本人職員の総数は９７９名
（増加傾向）

ここがポイント

日本人職員の総数
（専門職以上）

日本人上級職員数
（D1以上）

国連職員数

2｜ 国別職員数 （２０２２）

外交青書2025 ／ 外務省 314頁
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2025/pdf/pdfs/4_1.pdf

①アメリカ （7.9%）
②フランス （5.6％）
③イタリア （4.8％）
④イギリス （4.2％）
⑤カナダ・ドイツ （3.3％）
⑦日本・中国 （2.2％）
⑨韓国 （1.0％）
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資料政経
FINAL２０２６ 資料金融 所有者別持株比率

早わかり グラフでみる長期労働統計 Ⅶ労使関係 図６主な所有者別持株比率／ 労働政策研究・研修機構
https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/timeseries/html/g0706.html

1｜ 現状（２０２4）

①外国法人等 （増加傾向）
②金融機関 （維持傾向）
③個人・その他 （維持・やや減少傾向）
④事業法人等 （維持傾向）

ここがポイント所有者別持株比率

2｜ 数値の推移について

◆1950年代
戦後直後は法人・金融機関が未発達で、個人比率が高い状態

◆1960年代〜70年代
企業間の株式の持ち合いが増加→事業法人や金融機関の割合が増える

◆19９０年代
バブル崩壊により、不良債権問題や自己資本規制により、
金融機関や法人の割合が減少。一方、市場開放などで外国人が増加。

◆2000年代
金融ビッグバンや株式持ち合い解消で外国割合がさらに高まる

◆2008年 （リーマンショック）
外国人は資金引き上げ。
金融機関は自己資本の目減りを避けた。→個人が相対的に急上昇

◆2020年 （コロナショック）
外国人は一時低下。その後は金融緩和などで回復。

2008
リーマン
ショック

2020
コロナ
ショック
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資料政経
FINAL２０２６ 資料資料編 各国のGDP

世界経済の潮流 2024年Ⅱ／内閣府 ５頁
https://www5.cao.go.jp/j-j/sekai_chouryuu/sa24-02/pdf/s2-24-1-1.pdf

名目GDP（各国）

1｜ 現状 （２０２3）

◆名目GDPランキング
①アメリカ （約27兆ドル）
②中国 （約１７兆ドル）
③ドイツ （約４兆ドル）
④日本 （約４兆ドル）
⑤インド （約3兆ドル）
⑥イギリス （約3兆ドル）
⑦韓国 （約1兆ドル）

◆一人当たり名目GDPランキング
①アメリカ （約８万ドル）
②ドイツ （約5万ドル）
③イギリス （約4万ドル）
④韓国 （約3万ドル）
⑤日本 （約3万ドル）
⑥中国 （約1万ドル）
⑦インド （約24００ドル）

ここがポイント一人当たり名目GDP（各国）
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資料政経
FINAL２０２６ 資料財政 日本の一般会計

日本の財政関係資料（令和7年4月）／財務省１・２頁
https://www.mof.go.jp/policy/budget/fiscal_condition/related_data/202504_01.pdf

歳出・歳入

1｜ 現状（２０２５）

◆歳出ランキング
①社会保障 38兆円（33．2％）
②国債費 ２８兆円（２４．５％）
③地方交付税交付金等

１８兆円（１６．４％）
④防衛関係費 ８兆円（７．５％）

ここがポイント

◆歳入ランキング
①公債金 28兆円（24.9%）
②消費税 24兆円（21.6%）
③所得税 22兆円（19.7％）
④法人税 19兆円（16.7％）

◆予算
約１１５兆円（過去最大）



資料政経
FINAL２０２６ 資料財政 税収内訳

令和7年度租税及び印紙収入予算（修正後）「一般会計税収の推移」／財務省
https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/010.pdf

税収の内訳

1｜ 現在の税収ランキング

①消費税 （２５兆円｜増加傾向）
②所得税 （２４兆円｜増加傾向）
③法人税 （１９兆円｜増加傾向）

3｜ 税収ランキングの変化

◆２００７→２００９
①所得税
②法人税→消費税
③消費税→法人税
→リーマンショックで企業収益を直撃。

◆２０１９→２０２０
①所得税→消費税
②消費税→所得税
③法人税
→消費税増税の影響

2｜ 税収

約８０兆円（増加傾向）

ここがポイント

1989
消費税導入

1997
消費税増税

２０１４
消費税増税

２０19
消費税増税

２０08
リーマンショック

２０２０
増税の影響



資料政経
FINAL２０２６ 資料財政 公債

日本の財政関係資料（令和7年4月）／財務省 4・５頁
https://www.mof.go.jp/policy/budget/fiscal_condition/related_data/202504_01.pdf

公債依存度・発行額 公債残高

1｜ 現状（２０２５）

特例公債発行高 21.9兆円
建設公債発行高 6.8兆円
公債依存度 24.9％

特例公債残高 818兆円
建設公債残高 306兆円
公債残高合計 1129兆円

ここがポイント

２０20
コロナショック

２０11
東日本大震災

２０08
リーマンショック

２０11
東日本大震災

1991
バブル崩壊

2｜ 数値の推移について

◆公債発行が増加した時期
・1991年〜1997年頃 （バブル崩壊）
・2008年 （リーマンショック）
・2011年 （東日本大震災）
・2020年 （コロナショック）

→上記による景気対策で発行額が増加



資料政経
FINAL２０２６ 資料財政 各国の財政収支

日本の財政関係資料（令和7年4月）／財務省 14頁
https://www.mof.go.jp/policy/budget/fiscal_condition/related_data/202504_01.pdf

財政収支対GDP比

1｜ 日本の現状（２０２４）

日本は-2.2% （赤字）

ここがポイント
２０20

コロナショック

2｜ 各国の状況（２０１０〜２０2４）

◆常に赤字
①フランス
②アメリカ
④日本

◆黒字が多い
①イタリア
②カナダ
③ドイツ

3｜ 数値の推移について

◆2020年 （コロナショック）
各国が赤字になったが、
経済再開・ワクチン普及などで
元の水準に戻った。



資料政経
FINAL２０２６ 資料財政 直間比率
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「租税及び印紙収入予算の説明（令和7年度）／財務省 より作成
https://www.mof.go.jp/tax_policy/reference/budget_explanation/008aR7a.pdf

ここがポイント

1｜ 現在の直間比率

直接税：間接税＝６：４

わが国税制・財政の現状全般に関する資料 ／財務省
https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/itn_comparison/j01.htm

直間比率

2｜ 各国の直間比率

アメリカ…8:2
イギリス…６：４
ドイツ・フランス…5.5:4.5
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資料政経
FINAL２０２６ 資料労働問題 有効求人倍率と失業率

早わかり グラフでみる長期労働統計 Ⅲ失業 図１ 完全失業率、有効求人倍率 ／労働政策研究・研修機構
https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/timeseries/html/g0301.html

完全失業率・有効求人倍率

2｜ 数値の推移について

◆1955〜1973年 （高度経済成長）→求人増で失業率は低水準

◆1973年 （オイルショック） →景気後退で失業率が上昇

◆1986年〜 （バブル経済）
景気拡大で人手不足感が強まり、失業率が低下

◆1991年 （バブル崩壊） →求人減で失業率が上昇基調

◆2008年 （リーマンショック） →求人急減で失業率上昇

◆2020年 （コロナショック） →求人減少も失業率は限定的上昇

ここがポイント

1955〜1973
⾼度経済成⻑期

1991
バブル崩壊

2008
リーマンショック

2020
コロナショック1973

オイルショック
1986〜
バブル景気

０｜ 前提知識

◆完全失業率
働く意思と能力を持ち、現に求職活動をしているが、
就業の機会が得られない者を完全失業者といい、
その労働力人口（15歳以上の人口から非労働人口を除いた人口）
に占める割合。

◆有効求人倍率
公共職業安定所における、新規学校卒業者を除いた
一般の有効求人件数を有効求職件数で割ったもの。
労働市場の需給関係を示す指標の一つとされる。
1が需要と供給が一致の状態で
それより数値が大きいと人手不足、小さいと就職が難しい。

1｜ 現状（２０２4）

完全失業率…… 2.5％
有効求人倍率… 1.25



資料政経
FINAL２０２６ 資料労働問題 雇用形態

男女・雇用形態別推移

男女共同参画白書 令和4年版 ／ 男女共同参画局 126・128頁
https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r04/zentai/pdf/r04_genjo.pdf

女性の年齢階級別労働力率（M字カーブ）

1｜ 現状 （２０２１）

◆男女・雇用形態別人数ランキング
①男性：正規雇用
②女性：非正規雇用
③女性：正規雇用
④男性：非正規雇用

→女性は非正規＞正規になっている

ここがポイント

2｜ M字カーブの現状（２０２１）

1981年と２０２１年を比較すると、
徐々に２５〜39歳付近の
M字の落ち込みを回復させている。



資料政経
FINAL２０２６ 資料労働問題 労働組合組織率

早わかり グラフでみる長期労働統計 Ⅶ労使関係 図１−１ 労働組合組織率、組合員数／労働政策研究・研修機構
https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/timeseries/html/g0701_01.html

労働組合組織率 労働組合員数

1｜ 現状（２０２4）

労働組合組織率 16.1％
パートタイム労働者の推定組織率 8.8%

労働組合員数 991.2万人

ここがポイント

2｜ 数値の推移について

◆1947年〜1950年
戦後の民主化政策により
労働基本権が成立

◆1949年 （ドッジライン）
企業整理・雇用調整が進行
→労働組合組織率が低下

◆1955年〜73年 （高度経済成長期）
正社員雇用が拡大し、
企業別組合が定着

◆1991年 （バブル崩壊）
非正規雇用が増加

1949
ドッジライン

1955〜1973
⾼度経済成⻑期

1991
バブル崩壊 1949

ドッジライン
1955〜1973
⾼度経済成⻑期

1991
バブル崩壊



資料政経
FINAL２０２６ 資料労働問題 外国人労働者

「外国人雇用状況」の届出状況まとめ【本文】（令和6年10月末時点）／厚生労働省 4・6頁
https://www.mhlw.go.jp/content/11655000/001389442.pdf

外国人労働者数・国籍

1｜ 現状 （２０２４）

◆外国人労働者数…約230万人
（増加傾向）

◆国別労働者数
①ベトナム （約57万人、24．８％）
②中国 （約40万人、１７．８％）
③フィリピン （約24万人、10.７％）
④ネパール （約18万人、8.1％）
⑤インドネシア（約16万人、7.4％）

◆目的別ランキング
①専門的・技術的分野の在留資格
②身分に基づく在留資格
③技能実習制度
④資格外活動
⑤特定活動

いずれも増加傾向

ここがポイント



資料編

物価問題



資料政経
FINAL２０２６ 資料物価問題 GDP成長率・GDPデフレーター

GDP成長率・GDPデフレーター

2024年度（令和6年度）国民経済計算年次推計（2020年（令和2年）基準改定値）（フロー編） ポイント／内閣府 ２頁
https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/files/2024/sankou/pdf/point_flow20251223.pdf

1｜ 現状（２０２4）

名目GDP成長率…3.7%
実質GDP成長率…0.5%
GDPデフレーター…3.2

ここがポイント

２｜ 数値の推移について

2008
リーマンショック

2011
東日本大震災

2020
コロナショック

◆2008年 （リーマンショック）
輸出・生産が急減し、
需要減少＋物価下落の不況。

◆2011年 （東日本大震災）
生産・消費の停滞。

◆2020年 （コロナショック）
経済活動の急停止→ 不況

◆2022年 （ウクライナ侵攻）
資源の価格が高く・円安による物価上昇

2022
ウクライナ侵攻



資料政経
FINAL２０２６ 資料物価問題 消費者物価

消費者物価上昇率

2020年基準 消費者物価指数 全国い 2024年（令和6年）平均 ／ 総務省統計局 ４頁
https://www.stat.go.jp/data/cpi/sokuhou/nen/pdf/zen-n.pdf

消費者物価指数（CPI）

1｜ 現状 （２０２4）

消費者物価指数（CPI）…108.5
※2020年を１００とした場合

消費者物価上昇率…2.74

ここがポイント

2014
消費税増税

2020
コロナショック

2022
ウクライナ侵攻

２｜ 数値の推移について

◆2014年 （消費税増税）
消費税が８％に増税され、
物価が一時的に上昇した。

◆2020年 （コロナショック）
需要減少により物価が低下。

◆2022年 （ウクライナ侵攻）
エネルギー価格の上昇や円安の進行で
物価が上昇。



資料政経
FINAL２０２６ 資料物価問題 日経平均株価

日経平均株価

令和6年度 年次経済財政報告 ／ 内閣府 76頁
https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je24/pdf/p010001.pdf

1｜ 現状（２０２４）

日経平均株価 約42,000円台
（上昇傾向）

ここがポイント

1991
バブル崩壊

1986〜89
バブル景気

２００１〜０３
ITバブル崩壊

２００８
リーマン
ショック

２０11
東日本
大震災

２０13
大規模
金融緩和

２０２０
コロナ
ショック

◆1986年〜1989年 （バブル景気）
景気が良く、土地や株が購入され株価が上昇

◆1991年 （バブル崩壊）
景気が悪化し、株価が急落。

◆2001年 （ITバブル崩壊）
期待されたIT企業の業績が伸びず、
株価が下落。

◆2008年 （リーマンショック）
企業活動が急に冷え込み、株が急落。

◆2011年 （東日本大震災）
経済活動が止まり、先行き不安で株が売却され、
株価が下落。

◆2013年〜 大規模金融緩和（質的・量的金融緩和）
企業のもうけが改善し、株価が上昇。

◆202０年 （コロナショック）
感染拡大で経済が止まり急落するも、回復も早かった。

2｜ 数値の推移について



資料政経
FINAL２０２６ 資料物価問題 為替レート

令和6年度 年次経済財政報告 ／ 内閣府 73頁
https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je24/pdf/p010001.pdf

為替レート

1｜ 現状（２０２6.1.10）

１ドル＝１５８円台 （円安）

ここがポイント

1991
バブル崩壊

2011
東⽇本⼤震災

2001〜02
ITバブル崩壊

2022
⽶国の利上げ
ウクライナ侵攻

2｜ 最高値・最低値

２０１１
約７５円

２０２４
約１６０円 ①最低値 2024年、約１６０円台

②最高値 2011年、約７５円台

3｜ 数値の推移について

◆1991年 （バブル崩壊）
景気は悪くなったが、海外とのもうけが多く円高

◆1997年 （アジア通貨危機）
アジアの金融不安が広がり円が売られて円安

◆2001年 （ITバブル崩壊）
世界の景気が悪化し、安全な円が買われ円高

◆2008年 （リーマンショック）
世界的な不安で安全な円が買われ円高

◆2011年 （東日本大震災）
復興のために円が必要となり円高

◆2013年〜 大規模金融緩和（質的・量的金融緩和）
日本の金利が低くなり、円が売られて円安

◆2020年 （コロナショック）
世界の不安で一時的に円が買われ円高

◆2022年 米国の利上げ・ウクライナ侵攻
アメリカの金利が高くなり円が売られて円安
（＋エネルギー価格上昇で円安が進みやすくなった）

2013
⼤規模⾦融緩和

1997〜98
アジア通貨危機

2008
リーマンショック

2020
コロナショック
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資料政経
FINAL２０２６ 資料農業問題 農業経営体数

令和6年度 食料・農業・農村白書 ／ 農林水産省 126頁
https://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/r6/r6_h/trend/part1/pdf/c2_3_00.pdf

農業経営体数 ここがポイント

０｜ 前提知識

１｜ 現状（２０２４推定）

主業農家……１７万経営体 （減少傾向）
準主業農家…１０万経営体 （減少傾向）
副業的農家…56万経営体 （減少傾向）

農家数は88万3000経営体 （減少傾向）

主業農家 準主業農家 副業的農家

農業所得 メイン サブ

勤務実績
年60日以上
自営農業に

従事する65歳未満がいる

年60日以上
自営農業に
従事する
65歳未満が
いない

農家所得に占める
農業所得の割合 50％以上 50％未満 ー



資料政経
FINAL２０２６ 資料農業問題 食料自給率

令和6年度食料自給率について ／ 農林水産省 5頁
https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/attach/pdf/012-19.pdf

食料自給率 ここがポイント

０｜ 前提知識

◆食料自給率
国内で消費する食料の量のうち、
国内生産でまかなえる割合。
農業人口の減少、農地面積の小ささ、
コメ依存型農業などの構造的問題が背景で、
食料自給率が低下している。

◆生産額ベース食料自給率
国内で消費される食料の金額のうち、
国内で生産された食料の金額の割合。
＜特徴＞
高い・低カロリー・鮮度などの品質が大事で輸入しづらい
→国内生産が多くなり、数値が上がりやすい。
＜例＞
牛肉・果物・野菜・乳製品など

◆カロリーベース食料自給率
国内で消費される食料のカロリーのうち、
国内で生産された食料のカロリーの割合。
＜特徴＞
安い・高カロリー・海外で大量に作り輸入すると安い
→輸入に依存することになり、数値が下がりやすい。
＜例＞
コメ・小麦・とうもろこし・大豆

１｜ 現状（２０２４）

①生産額ベース……64% （やや減少傾向）
②カロリーベース…38% （維持〜減少傾向）
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資料政経
FINAL２０２６ 資料情報社会 インターネット利用率

令和4年度 消費者白書 ／ 消費者庁 37頁
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_research/white_paper/assets/2022_whitepaper_0003.pdf

インターネット利用率

０｜ 前提知識

◆e-Japan戦略
2001年に作成された
政府の情報化に関する基本計画。
2005年までに超高速インターネット網を
整備するなど、世界の最先端IT国家を目指した。

ここがポイント

2001
e-Japan戦略

１｜ 日本の現状（２０２0）

①インターネット利用率 83.4％
→80％程度を維持
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資料政経
FINAL２０２６ 資料環境・エネルギー問題 二酸化炭素排出量（世界）

令和7年版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書／環境省 97頁
https://www.env.go.jp/policy/hakusyo/r07/pdf/2_1.pdf

二酸化炭素排出量（各国） ここがポイント

１｜ 世界の現状（2022）

◆二酸化炭素排出量ランキング
①中国 （31.1％）
②アメリカ （13.5％）
③インド （7.4％）
④ロシア （4.8％）
⑤日本 （2.9％）

※EU全体となると、インドと同じくらい



資料政経
FINAL２０２６ 資料原油価格

エネルギー動向（2025年6月版）／資源エネルギー庁 43頁
https://www.enecho.meti.go.jp/about/energytrends/202506/pdf/energytrends_02.pdf

原油価格

１｜ 現状（２０２３）

原油１バレル（約159L）＝７９ドル（約11,100円）

2｜ 変化

ここがポイント

２０20
コロナ
ショック

２００８
リーマンショック

1979
イラン革命

1986
サウジアラビアが
抑制をやめる 1997

アジア通貨危機

２０１４
OPECが生産維持

２０22
ウクライナ
侵攻

◆１９７９年 （イラン革命）
中東情勢の不安定により供給不安が高まり価格が急騰。

◆1986年 （OPECの結束が弱体化）
サウジアラビアが増産を行い、過剰供給で価格が下落。

◆１９97年 （アジア通貨危機）
   世界需要の減少により1998年に価格が大幅下落。

◆2005年〜
新興国の需要が増加し、価格高騰。

◆2008年 （リーマンショック）
世界的景気後退で需要減少により下落。

◆２０１０〜2011年 （アラブの春）
中東情勢の不安定により、供給が調整され、価格が高騰。

◆2014年〜
OPECが減産をせず、生産を維持し、価格が下落。

◆2020年 （コロナショック）
移動制限などで原油需要が急減し、価格が急落。

◆2022年 （ウクライナ侵攻）
エネルギー供給の不安が高まり、価格が急上昇。

２０10〜2011
アラブの春

環境・エネルギー問題



資料政経
FINAL２０２６ 資料エネルギー量

エネルギー動向（2025年6月版）／資源エネルギー庁 64頁
https://www.enecho.meti.go.jp/about/energytrends/202506/pdf/energytrends_02.pdf

各電源の割合（各国）

１｜ 日本の現状（２０２２）

①ガス （３４.０％）
②石炭 （３０.９％）
③水力 （７.９％）
④原子力 （５.６％）
⑤石油 （４.１％）

2｜ 特徴のある他国の現状（２０２２）

①アメリカ
…ガス＞石炭＞原子力

②韓国
…石炭＞原子力＞ガス

ここがポイント

①フランス …原子力が半分を超える
②中国  …石炭が半分を超える
③イタリア     …ガスが半分程度

４｜ その他の国の現状（２０２２）

３｜ 再生エネルギーなどが多い国（２０２２）

①イギリス
再エネ等（約42%）＞ガス（39％）>原子力

②ドイツ
再エネ等（約42%）＞石炭（33％）＞ガス

環境・エネルギー問題
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資料政経
FINAL２０２６ 資料社会保障 各国のジニ係数

通商白書2025 ／ 経済産業省 91頁
https://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2025/pdf/2-1-1.pdf

ジニ係数の推移

０｜ 前提知識

◆ジニ係数
貧富の差を表す指標。
イタリアの統計学者ジニが考案した。
１に近いほど格差が大きく、
格差がないときは０となる。
OECD加盟国で見ると、
日本はおおよそ中位層に位置している。

１｜ 主要国の現状（２０２４）

ここがポイント

2024年の時点で格差が大きいランキング
①中国（0.48） ※2022年
②アメリカ（0.42）
③イタリア（0.36）
④イギリス（0.35）
⑤カナダ（0.33）
⑥ドイツ（０.３２）
⑦日本（０.３１）

２｜ 2000年との比較

◆格差是正傾向
→日本

◆格差拡大傾向
→アメリカ・中国・イタリア・ドイツ



資料政経
FINAL２０２６ 資料社会保障 国民負担率

日本の財政関係資料（令和7年4月）／財務省 10頁
https://www.mof.go.jp/policy/budget/fiscal_condition/related_data/202504_01.pdf

国民負担率（各国）

１｜ 日本の現状（２０２２）

①租税負担率29.4％
②社会保障負担率19.0%

→国民負担率48.4%

2｜ 特徴のある国（２０２２）

◆国民負担率が高い国※＜＞内は対GDP比

①ルクセンブルク（89.4％＜39.６＞）
②フランス（68.1％＜４７．７＞）
③オーストリア（63.5％＜４３．７＞）
④フィンランド（63.2％＜４３．５＞）

    ⑤ベルギー（60.0％＜43.9>）

◆ほぼ租税負担率の国（国民負担率）
①デンマーク（58.0%)
②スウェーデン（５５．５％）
③ニュージーランド（49.1％）
④オーストラリア（42.6％）
⑤チリ（29.4％）
⑥メキシコ（22.7％）

ここがポイント
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資料政経
FINAL２０２６ 資料人口問題 人口

人口

早わかり グラフでみる長期労働統計 図１ 人口 ／労働政策研究・研修機構
https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/timeseries/html/g0101.html

１｜ 現状（２０２４）

①人口 約１億２３８０万２千人
→人口は減少傾向

②年少人口…約11.2％（減少傾向）
 生産年齢人口…約59.6％（減少傾向）
 老年人口…約29.3％（増加傾向）

2｜ 重要な指標

◆日本人口の最大値
2008年 約１億2808万人

ここがポイント

２００８
最大値

２００８
約１億2808万人

０｜ 前提知識

◆年少人口
14歳以下の人口。幼年人口ともいう。
一般に発展途上国ではこの割合が高く、先進国では低い。

2024
約11.2％

2024
約29.3％

2024
約59.6％

◆生産年齢人口

労働市場にあらわれる可能性をもつ
15歳以上65歳未満の人口。日本では減少傾向。

◆老年人口

65歳以上の高齢者の人口。老齢人口・高齢人口ともいう。
先進国で増大しており、この割合が
７％以上…高齢化社会
14％以上…高齢社会
21％以上…超高齢社会

という。
→年少人口＋老年人口で
非生産年齢人口（従属人口）ともいう。

１９４２〜１９４５
第二次世界大戦



資料政経
FINAL２０２６ 資料人口問題 合計特殊出生率・出生数

合計特殊出生率・出生数

令和6年人口動態統計月報年計（概数）の概況／厚生労働省 ４頁
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/geppo/nengai24/dl/gaikyouR6.pdf

１｜ 現状（２０２４）

①出生数 約68万人 （最少数値）
②合計特殊出生率 １．１５ （最少数値）

2｜ 重要な指標

①最多の出生数は２６９万人（1949年）

ここがポイント

３ | 重要な知識

１９６６年は「ひのえうま（丙午）の年」

十二支と十干の合計６０種類の
組み合わせのうち、
最も激しいエネルギーを持つのが丙午で、
この年に生まれる女性は気性が荒いという
迷信により出生数と合計特殊出生率が
急激に低下した。次の丙午は2026年。

０｜ 前提知識

◆合計特殊出生率
一人の女性が生涯に産む子どもの数の平均値。
妊娠可能な15歳から49歳の
年齢別の出生率を合計したもの。
現在の日本では2.07前後が
人口の増減がないとされる人口置換水準である。
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資料政経
FINAL２０２６ 資料国際経済 対外直接投資

通商白書2025／経済産業省 219頁
https://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2025/pdf/2-3-1.pdf

直接投資収益 対外直接投資残高 ここがポイント

１｜ 現状（２０２４）

◆日本の数値
①直接投資収益…約３０兆円
②対外直接投資残高…約350兆円

◆日本と直接投資先
①アメリカ
②欧州
③アジア（中国を除く）
④中国
⑤中南米

０｜ 前提知識

◆直接投資収益
外国企業の経営支配を目的に、
株式等の取得や企業の買収、海外工場の設置などを
行う対外投資によるもうけのこと。

◆対外直接投資残高

日本の企業や個人が、海外の企業などに直接投資し、
 現在も保有している投資額の合計。
 海外子会社の株式を売却、海外の工場を売却、
 海外事業から撤退などをすることで残高が減る。
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２｜ 直接投資収益の急激な変化

２００８年 リーマンショックで減少
2014年 円安で収益拡大
2020年 コロナショックで減少



資料政経
FINAL２０２６ 資料国際経済 国際収支

令和7年度 年次経済財政報告 ／内閣府 296頁
https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je25/pdf/p030001.pdf

１｜ 経常収支

◆常に黒字→経常収支／第一次所得収支
◆常に赤字→第二次所得収支／サービス収支
◆一部赤字→貿易収支／貿易・サービス収支

（詳細は左の表を確認）

ここがポイント

２｜ 変化

◆2008年 （リーマンショック）
貿易収支が悪化し、経常収支が低下

◆2011年 （東日本大震災）
原発停止を受け化石燃料の輸入が増え、
貿易赤字となる。

◆2014年 （円安・海外直接投資収益）
2015年に国際収支に反映されたことで、
第一次所得収支の黒字が拡大。

◆2020年 （コロナショック）
貿易・サービス収支が悪化するが、
第一次所得収支で黒字を維持。

◆2022年 （ウクライナ侵攻）
資源価格が高騰したことで、
貿易赤字が急拡大。

２０２０
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東日本大震災

国際収支の推移

２０08
リーマンショック

２０14
円安拡大

２０22
ウクライナ侵攻

黒字の年 赤字の年 黒字の年 赤字の年 黒字の年 赤字の年

経常収支

貿易・
サービス
収支

貿易
収支

商品の輸出入の収支のこと。
＋ 輸出 それ

以外
２０１１〜２０１5
２０２2〜２０２4

それ
以外

2011〜2015
2019〜２０２４

毎年 ー

ー 輸入

サービス
収支

旅行・運輸・通信・保険・金融・
特許使用料・ソフト開発など
情報関連の収支のこと。

＋ 外国人が日本でお金を使用
ー 毎年

ー 日本人が他国でお金を使用

第一次所得収支
出稼ぎ労働者など非住居者に対する
雇用者報酬と、対外金融資産による
利子・配当等の収支のこと。

＋
他国で働く日本人に支払われる
給与

毎年 ー

ー
日本で働く外国人に支払われる
給与

第二次所得収支
政府や民間による無償援助、
国際機関への拠出金などのこと。

＋ 他国からの援助
ー 毎年

ー 国連への拠出金、外国へのODA



資料政経
FINAL２０２６ 資料国際経済 ODA

ODA /GNI比

2024年版開発協力白書 図表（Excel版）／外務省
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/press/shiryo/pagew_000001_00321.html

１｜ 日本のODA現状（２０２３）

①ODA額は約１９６億ドル（増加傾向）
②ODA額は主要DAC諸国で第3位
③ODA対GNI比は0.44％（増加傾向）

→国連目標0.7％に届いていない

2｜ 世界のODAランキング（２０２３）

①アメリカ （約６４６億ドル）
②ドイツ （約３７９億ドル）
③日本 （約１９６億ドル）
④イギリス （約１９０億ドル）
⑤フランス （約１５０億ドル）

ここがポイント主要DAC諸国のODA実績

３｜ 変化に関する情報

◆ 2005年 （大規模債務免除）
イラク・ナイジェリア向けの債務免除が
ODAとして一括計上され急増。

◆ 2008年 （リーマンショック）
世界的な金融危機により各国の財政余力が低下し、
ODAの伸びが鈍化、一部の国で減少。

◆ 2011年 （東日本大震災・欧州債務危機）
日本では震災対応を優先し
欧州では財政危機の影響で、ODAが停滞・伸び悩み。

◆ 2015年 （欧州難民危機）
中東・アフリカからの難民流入を受け、
ドナー国内の難民受入費用がODAに計上され、
欧州諸国を中心にODAが急増。

◆ 2020年 （コロナショック）
各国が国内対応を優先しつつも、
保健・人道分野の支援により大幅には減少せず。
ワクチン供与や保健支援が拡大し、
特に米国を中心にODAが急増。

◆ 2022年 （ウクライナ侵攻）
ウクライナ支援と欧州での難民流入対応により、
ODAが歴史的な高水準に急増。

０｜ 定義

◆ODA（政府開発援助）
政府や政府の実施機関によって、
発展途上国及び援助活動をしている
国際機関に供与される資金のこと。
発展途上国の福祉向上が目的。

◆GNI0.7%援助
1970年の国連総会で
発展途上国への先進国による
量的な援助目標として定められた指標。
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